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１．保証申込書類の改正について

今般のコロナ禍において、非対面（押印レス等）で迅速な手続きの重要性が高まったことから、国や自治体をはじめ各方面

でデジタル化による手続きの見直しが進められており、信用保証制度においても中小企業・小規模事業者への迅速な融資実行

が喫緊の課題となっています。

効率化・電子化による迅速な手続きの実現のため、システム開発等を進めていますが、システム開発には相応の時間を要す

るため、まずは信用保証委託申込書等の押印レス化や信用保証委託契約書の徴求時期を金銭消費貸借契約書等の締結時とする

など事務の効率化に資する手続きの変更を先行実施するものです。

趣旨

改正様式 主な改正点 改正日

１ 信用保証委託申込書 申込人の押印欄削除

令和３年４月１日（保証申込受付分）

２ 信用保証依頼書
金融機関の押印欄削除
確認状況記載欄追加

３ 信用保証委託契約書 契約成立日を「保証承諾日」から「借入日」等に変更

４ 個人情報の取扱いに関する同意書 包括同意文言追加

５ 「保証協会団信」加入意思確認書 様式廃止 令和３年３月３１日（保証申込受付分）を以て廃止



２．信用保証委託申込書の改正

• 信用保証委託申込書への申込人の押印は不要とします。

なお、押印がある場合でも、差替えは不要です。

• 会計参与設置会社の場合、会計処理欄の選択肢「３ 会計参与設置」を選択します。

会計参与設置会社の場合、一部の保証制度を除き、保証料が0.1％引き下げられます（従前どおりの運用）。

• 信用保証申込の方法については、協会への持ち込み又は郵送によります（FAX、E-mail等は不可）（従前どおりの運用）。

取扱い

■申込人欄の「印」の表記を削除します。

■会計処理欄の選択肢に「３ 会計参与設置」を追加します。

■「希望制度融資名」欄を削除します。

※Excel形式の信用保証委託申込書も同様に改正します。

主な改正点

申込人欄

「印」削除 1 中小企業会計に準拠 2 非準拠 3 会計参与設置

追加

会計処理欄



３．信用保証依頼書の改正

■金融機関名欄の「印」の表記を削除します。

■「Ｅ－ｍａｉｌ」、「パスワード」の記載欄を削除します（併せて、他の記載欄の位置変更あり）。

■保証料返戻預金口座の口座番号欄を「８桁」から「３桁－７桁」に変更し、「口座名義（カナ）」の記載欄を新設します

（併せて、記載欄の位置変更あり）。

■「申込意思、申込内容及び申込人情報について金融機関が申込人へ確認済みである旨」を明示する場所として、「確認状

況記載欄」を注記とともに新設します。

※Excel形式の信用保証依頼書も同様に改正します。

• 信用保証依頼書への金融機関の押印は不要とします。

• 申込意思、申込内容及び申込人情報に係る申込人への確認状況を「確認状況記載欄」に記載します。

取扱い

年 月 日 時 分 ）　

確認年月日

「申込書の内容を申込人が理解し、申込意思に基づいて正しく記載されていること」について、次の通り確認しております。【確認状況記載欄】　

確認時間 金融機関確認者確認方法

1 電話　2 来店面談　3 訪問面談　4 その他（

確認状況記載欄（今回追加）

主な改正点



４．信用保証委託契約書の改正

■信用保証委託契約成立日に係る記載を改正し、信用保証委託契約成立日を「保証承諾日」から「借入日」等に変更します。

← 令和3年7月から同契約書を保証決定後に徴求する取扱いとする予定であり、そのための変更です。

■保証協会使用欄について、金融機関・協会使用欄に変更し、印鑑照合欄を削除します。

■右端のライン色について、現状のピンク色から緑色に変更します。

信用保証委託契約成立日に係る記載（改正後）

主な改正点

• 取扱いに変更はありません（様式のみ改正）。従前通り、保証申込時において、信用保証委託申込書等と併せて提出します。

取扱い（令和3年4月1日～令和3年6月30日）

• 保証申込時には提出せず、信用保証書発行後、事後的に協会に提出します。
※信用保証委託契約書の後取りに係る取扱いの詳細については、お知らせする予定です。

取扱い（令和3年7月1日～）



５．個人情報の取扱いに関する同意書の改正

■以後の保証時においても個人情報の取扱いに同意する旨の文言（包括同意文言）を追加します。

■金融機関記入欄を削除し、協会使用欄を追加します（協会用）。

■右端に黒色のラインを追加します（協会用、金融機関用）。

• 改正後の包括同意文言が記載されている同意書を協会に提出した顧客に関しては、次回以降の申込時における同意書の提出
を不要とします（取扱金融機関が異なる場合でも再提出は不要です）。

取扱い

改正点

包括同意文言

主な改正点



６．「保証協会団信」加入意思確認書の廃止

■「信用保証協会団体信用生命保険制度」の利用有無につ

いて確認するための「保証協会団信」加入意思確認書に

ついて、様式自体を廃止し、令和3年4月以降徴求を不要

とします。

• 「信用保証協会団体信用生命保険制度」自体は引き続き
利用可能です。

• 同制度の利用を希望する場合は、信用保証委託申込書の
団信加入希望欄で「２ 有」を選択の上、申込書兼告知
書等の必要書類を信用保証委託申込書に添付してくださ
い。

• 代表者変更時等の確認資料である「保証協会団信」加入
意思確認書(条件変更・変更届用) については、廃止せず、
今後も必要に応じて徴求します。

留意事項

【表】 【裏】



７．端境期の対応

■原則として、改正後の様式を使用することとしますが、改正前の様式による保証申込も可能とします。

■やむを得ず、改正前の様式を使用される場合は、以下にご注意ください。

・信用保証委託申込書及び信用保証依頼書への押印は省略可能ですが、信用保証委託申込書への申込人の押印がない場合

は、信用保証依頼書の確認状況記載欄の記載が必要となるため、信用保証依頼書は改正後の様式を使用してください。

②令和3年4月1日～令和3年6月30日（保証申込受付分）まで

■信用保証委託契約書について、改正前の様式による取扱いは不可とします（それ以外は上記②と同様です）。

③令和3年7月1日（保証申込受付分） ～

■改正前の様式を使用します。

※ 当協会に信用保証申込書類一式が到着した日が基準となります。

①令和3年3月31日（保証申込受付分※）まで


